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独占資本主義段階における労働運動の諸fî 題(続）

ド社会主義の述動は，1910年からM年までの，第 1 次 

，世界大戦に先立力きわめて短い期間，イギリス社全主 

義運動に深刻な影響をあたえたといわれるが,それは 

一̂体いかなる思想と運動であったろう力、。その主宴な 

ぃ指導者と大衆の大# 数は，20歳代の育年であり，高度 

に知的な中産階級に厲していたといわれる。その運動 

，は, 現実的であることを目的としたのと同時に,浪漫的 

でああことをも目的としていたというのがMargaret 
•Coloの解釈であるが， この場合のromanticismとは， 

労働組合や労働組合の構造を中心に考えをことであり， 

労働組合を革命の母体として位置づけることを意味し 

て、、すこ。 そして1914年以前のきわめて短い時期のr産 

-業上の大不安J において， Guild-socialismは，変落の 

，イ，デオロギ一となりえたのである。

この産業上および社会上の大不安の主要な直接的な 

原因は，1906年の選挙以後の白由党政権の失敗であっ 

'たといわれるが，より具体的には，R. C. K  Ensor, 
England, 1870-1914にみられる大衆の自由党政権へ 

の期待， しかもそれにもかかわらず》大衆の期待は裏 

切られて幻減と化したことであったが，その幻減の様 

-は,，George Dangerfield, The Strange Death of Liberal 
E nglandにきわめて鮮明に描かれているという。20世 

紀に入ってからの昂まる失業と欽道や鉱山に頻発する 

ストライキによって象徴される'‘Great Unrest’ ,にたい 

して,自山党政権は何ら有効な政策を立てることがで 

きず， Poor Law Commissionはまだ開会中であり， 

Beatrice W eb bによる貧困の防止を目的とする.'フx .ビ 

アンの社会保障計画は，やがて生まれようとしている 

段階であった。Arthur Penty, The Restoration of the 
Gild System, 1906 が，Guild-socialism の運動の発端と 

なり，William M orrisの影響をうけた彼の思想は，近 

代工業への憎しみと skilled craftsm anにたいする擁 

護となってあらわれ，’雑詠 ,New A g eを主宰したフ；c 
'ビアン, . A. R, Orage や S. G. Hobson, H. 0. Wells 
も Guild socialismの鼓吹者もしくは支持者であった。 

Guild socialismの主張は，現存の賃金奴織め制度を終 

らせるために，「労働者の民主的にS 治的なギルドと 

® 家の政治組織との統一J (a marriage of democratically 
self-governing Guilds of workers with the political orga
nisation of the S ta te )を目横すものでゥた。 そして 

この統一4 t ,  IL P やプ :r.ピアン協会ある、は議会労働

たところのものを利用することを意図する
(19)Iたとい'う。その限りではGuild socialismは,

党が，伝統的に唱え.ている社会主義を打ち棄てろので 

はなく，それがいやしくも社会主義を主張するもので 

ある限り，こ れ を 維 持 し syndicalismや indusWal 
unionismと呼ぱれるもののなかにある正しくまた魅 

力的であ、

ものであ，

イギリスに伝統的な社会主義思想の上に:立ちつつ， 

syndicalismや industrial'unionismを夕ト来の思想とし 

てとらえていたことになる。

やがて1912年,，‘Great industrial unrest* .がはp まる 

や杏や，新聞や一般大衆をとらえたところのものは， 

New A g eにあらわれたGuild-socialismの論説ではな 

く，むしろ syndicalism や industrial unionism の運動 

であり，その有力な指導者はTom M annであり，IWW  
の理論を運動に導入しィギリス労働運動にサンディ 

力リズム.の理論を注入したのは， Jim L ark inであっ 

た。G.，D. H.. Cole, The World Of Labour は，..このよ 

うなGuild-socialismの伝統の上に立って參かれたも， 

のということができるが， この書は^ 方においてSy- 
ndicalist としての Tom Mann や Jim Larkin らの左 

翼単:命主義にたいして批判的であり， その点では， 

Webb ま妻の History of Trade Unionism の伝統をう 

けつぎ， Industrial Democracyと同じ流れに掉さすよ 

うにみえるが，それとは大きな差異がちると，Mm*ga- 
ret C o leは主張する。すなわち，World of Labourは, 
ィギリスのみならず，西欧世界全体にわたって，制度 

をかえようとする力にかんしての詳細にして是揚した 

記述である。この影響をうけたものとして，Raymond 
Postgate, H. Belloc, G. K. Chesterton, Maurice Reckitt, 
R, H. Tawney, Bertrand Russell, William Temple な 

どの著名な人々がいたとはいえ，これらの人々はいわ 

ゆるインテゲンチャであり, ギルド社会主義が知的 

な連動にとどまり，当時激调としておこりつつあった 

industrial imionismの運動や syndicalism にたいして， 

むしろ批判の榮勢をとっていたことが，.この論文から 

うかがわれる。 では Guild socialismの運動は， 現突 

に，労働運動とどのような関係に立っていたのであろ 

う力、。 Frank Matthews, The Building Guilds は，こ 

の点についてふれている論文であるが，割愛せざるを 

えない。 （経济^ 部教授）

注(18) Margaret Cole, Guild Socialism and the Labout Research Department (Essays in Labour History, p. 261). 
(19) Ibid., p. 266.
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投票の矛盾 （Voting Paradox) の可能性と 

多数決原理に関するノート

-— A r r o w の-^般可能性定理の現実的意味——

関 谷 登

目 次

1. 個人的選択と社会的選択

2. 投票の矛盾の認識

3. A rrowの理論

4 . 多数決ルールと投票の矛盾の可能性

a ) 投票の矛盾の可能性

b) C.D, Campbellと G. Tullock による計算 

C) R.G. Niemi .と H.F. Weisberg によるき|，算

d) 制約された選好の仮定

e) R.G. N iem iによる計算結果とその意味

f ) 多数決ルールとの関連における意味

g ) 多次元状況における矛盾の可能性

5 . 議論の要約とその現実的意味

6 . 多数決原理の意味

1 . 個人的選択と社会的選択

社会的選択は，個々の意思決定者の選択をf c る特定 

のルールに従って集計した結果である。こうした社会 

的選択は，個人的選択とは異なって，必ずしも斉合的 

でちるとは限らない。合理的個人の決定は，自己の効 

用極大化をめざしてなされるので完全に斉合的であり 

得るが，社会的選択は，そうした目的達成行動の結果 

ではないからである。それは, ある場合には，多数の 

意見の反映であったり，また，ある場合には，他の集 

計方法によって選択されたグループの意見の反映でも 

ったりする。その意味で，社会的選択は，常に何らか 

の恣意性を含んでいると考えられる。

2 , 投 票 の 矛 盾 （Voting P aradox)の認識 

18世紀後半以来，投票の理論に深い関心をもってい

た人々は，cyclical majority, Condorcet effect, paradox
of voting, Arrowian paradoxとしてさまざまな形で

説明されてきた奇妙な現象に気侍、、て 、た。それは, ,
1S世紀後半のCondorcetに始まり，1 9 世紀の終りに

Lewis Carrollによって?5 発見され, その後， 比例代

(proportional representation),あるいは，運動競技り

得点についての班究者達に引き継がれ,今世紀の半ぱ

に， Duncan B la c kによって明確な形で示され，それ

によって，この間題が，政治理論の主要な流れの中に 
<1)

もちこまれた。

こうした投票の矛盾と呼ばれる現象は，通常，次の 

ように説明される。

3 つ以上の選択肢（例えぱ，候補者，決議案等）と, 3 
人以上の投票者があろ場合，それらの選択肢を対にし 

て比較する時，他のどの選択肢よりも選好される、力、 

なる選択肢も存在しない。

例えば， 3 つの選択肢を, a, b, c. 3 人の投票者を, 
1 ,2 , 3 と し P が選好関係を示す（aPftは，ながftより 
も選好されることをまわす）とする時，各投票者の選好関 

係が次のような場合には，集計の結果は,非斉合的と 

なる。

( 1 ) aPi, iPc, aPo
(2) jP t ,，Pa, jPa
(3) <Pa, aPt, cPfc
すなわち，選択肢《は，多 数 （投票者1 と3 ) によっ 

てろよりも選好されるが， b も<5も共に多数によって， 

それぞれ，らよりも選好され，選好関係が循環して 

しまう。

a-*h~^c-^a.......  -
この矛盾は，投票によってある1 つの選択肢を選び

注（1 ) 投票の矛盾の研梵の歴史について詳しくは，次の文献を参照。1940 代まではa  BlacJc C6D. 1961尔まではW. 
H. Riker〔41〕，1965 年までは J.K. Arrow〔1〕の第2版の appendix.

，   -  r ^ o _____ _________ _

レ II



响 P T ji im a y iw iw i • 卿m «4i綱 よ ■照

投票の矛盾の冗能性と多数决原理に関するノ

しそのような関数に，幾つかの論理的な条件が置か 

れるならぱ，常に，単一*の弱い順序関係をもった社会 

的選好を導き出すようないかなる関数も存在しないと 

いうことである。

そ の A rrowの条件とは次の5 つである。

条件 1 個人の順序付けの普遍的許窓性

選択肢の集合の総ての論理的に可能なR順序関係が, 
，各個人の選択として是認される。

条件2 個人の評価と社会の評(面の正の対応関係

ある集f十の方法が社会的結果をもたらすよう 

な構成員による選択肢のR 順序関ぼ〉の集合を与えられ 

たものとした場合，も し ，成員の 1 人あるいは，そ 

れ以上がe らの遭好順序において(I;の選好順序を上 

昇させる力、，不変のままにとどめるならぱ,社会的結 

果は，fl:-Rみのままでちる。'
条件3 無関係な選択対象からの独立

lli会的結果がであろような構成員による選択 

肢のR順序関係の參合を与えられすこものとした場合， 

も し あ る 選 択 肢 力 ;，考慮からはずされたとして 

も，社会的結果a .R ttiはそのままでちる。

条件4 市民主権

いかなる選択肢の組合せ（ttfと》プ） に対しても， 

集計の方法が社会的結果として， Ot-Raiをもたらすよ 

うな選択肢の只順序関係の集‘合ヵ^^在する。

条件5 非 独 敦 .
ある個人 i の 選 好 が ，他の個人の選好のいか 

んに力、かわらず，社会的選好が， OfRa/ でもることを 

決定するならぱ，そのような結果を独载的(dictatorial) 
とぃぅ。

以上， 5 つの条件との関係で，Arrowの定理は，次 

のように述べることができる。

条件 1 一3 を満たじ，公理 I , IIを満足する社会的順 

序関係をもたらすいかなる社会的厚生開数も，条件 4 
あるいは5 のどちらかを犯すことになる。言い換える 

ならぱ， 集H-j•における公正のあろ基本的要求（5つの 

条件）を与■えられたものとした場合， 斉合的な社会的 

結果を確保することは不可能である。

この定理は，

が，

A m w の仕事の1 つの重要な特徵は，多数決ルール 

あるいは市場というようなある特定の集計方法と闕tr; 
なく，その定理を証明したということである。すなわ 

ち，Arrowの証明はもし被の条件が満たされるなら

注（4) J. H. B lau〔7〕，K. Inada〔28〕，K. 0, M ay〔33；)

その後さまざまな証明が成されている
(4)

ここではそのいずれをも示さない。

ぱ，矛盾力:不可避であるということを示している，

4. 多数決ルールと投票の#盾の可能性

多数決ル~ ルは，社会的適好順序付けP を得るため 

の 1 つの一般的方法でちる。今，決定をしようとする 

集団において， 各々完全な推移傅を満たす選好序列 

P i ,P 2. ……，Pりをもつ"人の個人がいるとするなら 

ぱ，その時，多数決ルールは次のことを意味する。 a,. 
を d i より選好すろ個人の数が，びィをa i より選好す 

る個人の数より. 多けれぱ， そして， その場合にのみ 

a .P d jとなる'。 もしi 1 とn の間の総てのもにとりて> 
そして， 総 て の A ) にとってai'Pkdjがも .PfcOt,'， 
を意味せず（すなわち，Pitは非対称的である)， が奇数 

の時, . • よりも ( l iを選好する個人の数が^より大き 

いならば，そして，その場合にのみ，a i P o dとなる。

■このような多数決ルールは，先 の Arr<?wの社会的 

厚生開数にとっての要求のうち1 つを除いて他の総て 

を満たす。すなわち，多数決ル-■ルは，推移律を満た 

さなV、可 能 性がる。この非推移性の可能性にもかか 

わちず，多数決ルールは，その举純さの故:に魅力的な 

ものである。そこで，非推移性の可能性の★きさを確 

力、めることが重要な問題となる。この問題に対してわ 

れわれは， 2 つのアプローチを見い出すことができる。

1 つのアプローチは，もし総ての個人の選好序列 

の集合: ある形態のそれを拔^除するように制約され 

るならぱ，その時,多数決ルールは描移律を満たす社 

会的順序付けを得ることができることを示そうとする。

非推移的な多数決ルルの可能性の重要性を検討し 

ようとする第2 のアプローチは，非淮移性に導く個人 

の選好形態の可能性には触れず，非推移性の可能:性だ 

けを問題にする。 '
以下，これら2 つのアプローチによるI I算の結果を 

梭射することにしよう。説明の都合上，後者から始め 

ることにする。

a) 投票の矛盾の可能性

投票の矛盾の可能性の間題を最も簡堪な例で考えて 

みよう。選択賤3 つ，選択者3 人と仮定する。この場 

.合，もちろん，選択肢の間の禅移律を満たす順序付け 

は，3! ニ6 通りある。 そこで / ある選択者が，これ 

らの順序付けの1 つを選択する確率は， 総て等しい 

( 1 / 6 ) とする （equiprobability assumption)と， 一"般的.
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得ると者えられた多数決ル一ルが失敗することを示し 

ている。

この現象は，先に述べたように，今世紀半ばにBlack
よって再発見された後，K .J. A rro wによって，'一 

般的な形で証明がなされ，この問題が,厚生経済学の 

分野にもちこまれた。それ以後，この現象の現実的重 

要性につ、てははとんど問われな、、まま，経済学及び, 
政治学に大きな影響を与えてきた》特に，経済学にお 

いては，その展開を阻害する1 つの!^因になっている 

ようにも思われる。 例えぱ， 今日，"市場の失敗"-を 

認識している経济学者は，政治的決定分析の必要性を 

強調するが，彼らは， そこに A rrow問題が存在する 

ことを指摘するに窗まり，それ以上に進もうとはしな 

い。 次 の P. Samiielsonの言'葉は，それを端的にまわ 

している。

「どのようにして，W ichsellや LindaW ,更に Mus- 
grave, Johansenでさえもが（そして，おそらく Dorfnum 
も）擬均衡分析に-^磐をくれた後に，不毛な数®政治 

学の領域に下り，結局,’政党や諸党派の不決定的な行 

動様式にいきつき，Arrowの不可能性定理に衝突する 

ことが不可避となつだかは全く注目に値する。つまら 

ない場合を除いて，ゲームの理論は，問題を解決する 

よりも.むしろ逆説的な事例を示すことが多いと思
(3)

厚生経済学におけるA rro wの証明及び，政治学に 

おけるBlackの箸書の重要性は，投票の矛盾という現 

象が，全く一般的なものであるという考えに基づ、て 

いる。 しかしその重要性は,矛盾の生じる可能性の大 

きさに依存する。例えば，その現象が， 1 億回に1 度 

しカ逾とらないとするならぱ，たとえ，A n w vの証明 

力;完全に正しいとしても，それは，全く現実的重要性 

をもち得ないことは明らかである。最近，矛盾の生こじ 

る頻度を計算することによって， この問題の現実的意 

味を港えようとする多くの試みがなされている。この 

ノ一 トの目的は，こうした試みの幾つかを示しその 

もつ現突的意味を明らかにすることである。次節では, 
後の議論の便立のために A rro wの一般可能性定理

(general possibility theorem)について簡単に述べ，そ⑦ 

後の節で上の間題を考察することにする。

3. A r r o w の现論

B la ckの著書が公にされた後，すぐに，A rrowは， 

"Social Choice and Individual Values"において一"般可' 
能性定理 （general p<»sibility theorem)の証明をした。 

この定理は，最も一般的な形で，個人の選好の集計に 

おける間屑を述べ，多くの経済学者に大きな衝撃を与 

えることによって, . さまざまな謙論を弓Iき起こした。

まず， 彼は， 選好の特質を媒定する 2 つの公理 ' 
(axiom )を示すことから始める。 3 つ以上の選択肢の'
集 合 （《1,tt2, ........, (tn )と，選好されるか無差別である.，

という関係を表わすR が与えられて、る場合，それら, 
の選択肢がこのR という関係によって順序付けされて 

いる時，それを弱い順序関係(weak ordering)という。

么理 I 選択}皮のいかなる組合せにおいても，なに 

よってそれらを比較するととが可能である。これは， 

常に，少なくとも次の2 つの関係のうも1 つが成り立: 
つことを意味する。 ,

UiRaj あるいは 

公理n 選択肢の順序関係は，推移律を満たす。こ 

れは次のことを意味する。 

a.-Rffiでかつも.R a *ならぱ, atR«itが成り立つ，

今，各々の個人が，選択肢に対する自己の順序付ホ 

をもっている社会を考えるならぱ，そこでの社会的間 

題は， 単一の社会的順序'付けを得るために， 個人の 

順序付けを集計することである。 こ築計の方法を 

Arrow は，社会的厚生関数（social welfare function) と 

呼んだ。全体の投票からある勝利者をいかに選び出す 

かを教え込むために,投票計算機械に送られた指令と 

してそのような関数を考えてみるならぱ，選好銀計の 

理論の目的は，個人め弱い順序関係をもった選好の集- 
合か ら，社会にとっての単一の弱い順!^関係をもった 

選好を導き出すための社会的厚生関数を見つけ出すと 

とである。 しかしながら，Arrowの定理の本質は，も

注（2) G. Tullock C49)は，次のような文章で'始まっている，rこの15印問，幻影 (phantom)が，経済学と政治学の教室 

やゼミナールをゴタき旧っている。この幻傲すなわち，Arrowの一般不可能性定理は，一般に，選好を级計するいかな 

る有効な力法も存在しないことを誕Ijljするものとして説明されている。この小論の私の的は，そのフ影を迫い払うこ 

. と で も る J。しかし，一*部の政治学者は，あまり大き-な関心を示さなかつた，R.ん DaW, C. E. Limiblomは, 〔r/J 
で，投票の矛盾は，数学に閲心を持つ人が, . おもちゃとしてをしむ'.(enjoy to y in g )もので5域には，あまりIB要では 

ないと述べている。

(3 )  P. Samuelson〔44〕.
 .....   - ) 4  ---------
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C. D. Campbell and G. Tullock〔12〕/
Monte Carlo m ethod,シュミレーシコンの一*糖でf し数により，確本論的モデルの解を求める方法* 
R. G. Niemi and H. F, Weisberg〔37〕. .
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には，の！の順序忖けがあり， m人の選択者のいずれ 

もが，それらの順序付けのどの1 つをも選択しうるか 

ら，W人の社会が，個人の選好序列を順序付ける'能 

性は，. （《!)*"存在することになる。 ニ 3 の場合 

には，それは，（71!)"•ニ2 1 6となる。この216通りのう 

ち， 6 通りが全員一致の場合であり，多 数 （2 A ) が， 

同じ順序付けを選択する場合は，90通りちる。これら 

の 9 6通りは, もちろん， 矛盾に結果しない。また，

3 人の選択者が総て違った選択をする場合ひ26:通り） 

のうち，1 2通り力;， 矛 盾 (aiUgaaai, aMsaia i )に導く。 

こうして，この例（"ニ3, mニ3 ) では，矛盾の生じる 

確率は， 1 2 /2 1 6 = 0 .0 5 5 6 となる。 この数字は，決し 

て無視することのできない大きさである。 しかしわ  

れわれが，実'際に投票によって決定をしようとする場 

合，71 ニ3, m = 3 という状況は， きわめて稀なケース 

であろう。それでは，更に一般的な状況において，そ 

の確率はどの程度の大きさでちろう力、。次に，そうし 

た-^般化の試みの幾つかを見てみよう。

C5)b) C. D. Campbellと G. Tullock による計算 

B la ckは，cyclical m ajorityの頻度の問題が非常に 

赏要であると考え，"The’Theory of Committees and 
elections"において，予想される cyclical m ajorityの

表 1 投 票 者

可能性を示す表を拳げている。 しかし彼の表のはと 

んどのますは，空白のままである。それは，次のよう 

な理由による。 「われわれは,まの計算を可能にする 

ような一般的な速続性を引き出すことができないので, 
はんの幾つかのますに数字を入れたにすぎない。J

Campbellと T ullockは， B la ckによって空白のま 
*  ( 6 )

まに践された部分を，計算機を用い，モンテカルロ法 

によって計算しようと試みた。その結果は，下の表に 

示されている。

この表は，1 0 0 0回のうちで c y c le sの起る平均の比 

率力，、示されている。そこに示されている数字から判断 

するP良り，個々人が独立した選好に基づいて選択をす 

る場合には，cyclical m ajorityという現象は，決して 

無視しうるものではなく，それJめ，A rrowの証明も， 

それを数学的遊びにすぎないとして，放棄してしまう 

ことは許されないことが解る。そして，選択肢，及ぴ 

選択者の数力鴻加するに従って，cyclical m ajorityの 

可能性も大きくなる傾向を読みとることができる（こ 

の表では，選択者が，13,19, 2 9 の時に例外的に，えV干のffi 
下が見られるが，その理由は明らかでない)。

(7)c) R. G. Niemi と H. F‘ Weisberg による計尊

N ie m iと W eisbergは， T u llo ckらの結果を更に一 

の 数 （奇数のみ）

選択肢

3

4

5

6

 

7 

8

9

0

5

0

5

0

5

0

5

 

9 

1

1
 

2 

2 

3 

3 

4 

4 

4

個 人 の 数 （m)
3

0556*
n i l
16

5
.0694
.14
20
25

7
0780

11
.0798

13
.0811

15
,0820

17
.0827

19
. 0832

21
0836

23
0840 0843

27
0846 0848.0863

59
.0877 
.1755 
.2513 
‘ 3152 
‘ 3692 
.4151 
.4545 
.4887 
.6087 
.6811 
. 7297 
. 7648 
.7914 
.8123 
.8292 
.8405

* 小数点第2 位までの数字は，K lahrによるシュミレ

算の結果でる。

般イ匕した計算を行なった。彼らは，D.A. K lah rの結 

来を利用して，上のようなまを作った。

われわれは， この表から2 つの点を指摘することが 

できる。

1 ) もし選択者の数仇が，10以上ならば，投票の 

矛盾の可能性は，m力撫限大に近づくまではとん、ど変 

化しない。このことは, 現実に存在する大部分の集会, 
あるいは，会議において，投票の矛盾の起こる可能性 

があり得るということを意味する。

2 ) 選択肢の数れが小さい時には，それが大きな時 

に比較して, ‘ 矛盾の起ころ可能性はかなり小さい。

これら2 つの内容から，全体として次のように結論 

しうる。m と？t が小さい時，矛盾の発生する可能性は, 
相対的に小さい„

以上，われわれは， 2 つの計算結果を示したが，こ 

れらの結果は， 3 つの問題点をもっている。

1 つは，選択者が,可能な総ての選好序列のうちの 

ある1 つを選択する可能性は総 '- t 等 し い (equiproba- 
bility assumption)という仮定である。この仮定は，現 

樊には正しくない《個人が，どの選択肢を選ぶかは， 

選択肢の性質，個人の趣好あるいは，階級的背景とい

シヨンの結果である。他の数字はN iem iと Weisbergによる計

った要因によってかなりの影響を受ける。そこで当然, 
' 個々人が，ある選好序列を選択する確率（probability〉 
は，異なっているであろう。 しかし,との間題を実際 

に計算の中に舍めることは困難である。

他の 1 つは，上との関連で出てくる問題でちり，先 

の計算結果を更に疑わしいものとする。それは，企図 

された矛盾 (contrived paradox)の可能性の存在である, 
それは，投票者が，，自己の真の選好を表わさず，矛盾 

を造り出すように行動する時起こる。もしとうした 

企図された矛盾をも考慮に入れるならば，偶然的な矛 

盾 （accidental paradox) の可能性だけを問題とした先の 

計算結果は，矛盾の全体の可能性を過少評値している 

ということになる。 しかも，矛盾を企圃するというこ 

とは，時問や労力を必要とするので, 人々は，より重 

要な問題に廣してのみそうした努力をするであろう。 

ということになると，先の計算は，より深い意味で, 
矛盾の社会的道耍性を過少許施していることになる。

もう1 つの問週点は，この計算においては個人の決 

走は，2 ：いに全く独立し何の制約も受けないという 

こと力巧?f提とされている* しかし現実には，われわ 

れの選好はさまざまな形で制約を受けている。例えぱ,
注（8) D.A. Klahr C31X 

(9 )  R. Parquharson〔21〕. W.H.  Rikerは，〔4ので投票の矛盾の2 つの例を举げている。
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表 2 選好序列の可能性が等しい場合の投票の矛盾の可能性，P(w , «)

注（5) 
( 6 ) 
(7 )
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そうした耍因として，教育，文化，慣習，宗教あるい 

は，社会的状況等を挙げることができる。 もし，こう 

した考えが正しいとするならぱ，われわれは，ある状 

探における選好の形態に，ある程度の類似性を仮定し 

うるのではないだろう力、。次 挙 げ る Niemiの試みは, 
そのような類似性の存在する場合の矛盾の生じる確策 

のfi•算の例である。

d) 制約された適好の恨定

多数決ルールのもとで，推移律を満たす社会的結果 

をもたらす十分条件の1 つは，多数が，同じ選択肢に 

最も高いランク付けを与えることである。これけ.，社 

会が高度に同質的であるというきわめて稀な場合で 

り，通常こうした条件が満たされる可能性は，はとん 

ど存在しない。この条件に代わる，最も良く知られた 

有益な条件は，Blackの単蜂型 (single peakedness) の選 

好曲線と'いう特徴である。

第 2 因 の t t ,ろ， 力•、彼の単峰里の選好曲線を示す。

因から明らかなように，それは，次の 2 つの特徴を 

持 つ （左から右へ読む)。

a ) 常に右上りか右下がりである*
b ) ある点まで右上りであり，それから右下がりと 

なる。すなわち，一̂度だけ方向を変える。

このB lackの単峰盤の条件は,次のように述ぺられ 

第 1 図

る。もし，個々人の選好序列の集合が横軸の:i 択肢の 

適当な配列によって，単1$型|山線の集合として示され 

るならぱ，その時，ある選択肢は多数によって選好さ 

れ，社会的結果は，推移的となる。このことは，第 3 
.因によって示される。その因から，われわれは，..中央 

の選択肢が，多数決勝者であることを知る。

こうして，単型の選好順序は，推#的な社会的結 

果をもたらす* しかしその時 , 多数決による決定は, 
Arrowの条件 I を放棄することを意味する。すなわち, 
それは，個人によるる可能な適択肢の選択を禁止す 

る，例えぱ, 個人 1 と111が, | ^ 3 因のような選択をした 

とすれぱ， 単型の要求は， 個人n が， び3, t i lを 

選択することを許さない. もし，個人n がそれを選択 

したとすれば， 3 人の順序付けは，

I : ttitt2Cts, n  : atazdi, Q : asaia*
となり，単條型の要求を満たさないからでる，こう 

して，結局，単峰型の要まは，個人の順序付けのある 

組合せをさ止することによって，多数決ルールを保障 

するものであること力*、解る。

A.K. S e n は， 多数決ルールのための十分条件を,
単蜂型よりも，より■-殷的な価値制約という特徴を規 

定することによって示そうとし' t いる。彼によれは’, 
個人の選好序列の集合が，次のような場合に，価解制 . 
約的であるという。もし，総ての個人の選好序列にお

第 2 図

選

，
.
好

顺

序

高

選 択 肢 m 択 肢

第 3 図

個 人 . 選 好 順 序

III

2
ai

ai 32
選 択 肢

いて,‘ 最も良くないか，最も悪く 

ないか，あるいは中間でないよう 

なある選択肢がある場合，例えぱ 

先の因の選好序列の集合は，a,が 

最も悪いランクを付けられていな 

いという理由で細値制約的である。 

こうして，S e n は，多数決ルール 

~ ~ は， もし選択肢の集合が価靖制 

約的チあをならぱ，Arrowの条件 

II一V と推⑨性の要求を満たすことを証明し

B la c kとS e nの議論の耍旨は，もし,，内的 

調和が選択者の間に存在するならぱ,社会的 

結来は斉合的に順序付けられるということで 

もみ’ この内的調和は， 糖の評施可能性を 

意味する。また，単峰型の選好曲線の存在は, 
個人の選好（と社会的逃択)が順序付けられる 

共通の質的次元(common qualitative dimension)

注 a o ) ん 1<：‘ S e n〔45〕‘
38
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I

I

め存在を意味すると考えることができる。それは，判 

I断基準の文イヒ的均一性の反映としてとらえることがで 

きる。

しかしながら， こうした完全な一次元性（complete 
unidimensionality)あるいは，完全な摩蜂型の饭定は非 

.現実的である。たとえ，判断の多次元性という問題を 

，問わないとしても，選択肢についての情報の欠除，誤 

M .類似性といった他の要素が，必要条件の達成を妨 

=-げるであろう。それ故，論理のその美しさにもかかわ 

らず B la c kと A m n vの発見は，矛盾の発生の頻度の 

:説明においては，はんの限られた意味しかもたない。

明らかに，B la c kと A rro w の論理は， 後定的条件 

としてよりも，確率的なものとして矛盾を考えること 

;によって洗練されたものとなる。例えぱ，矛盾は，999 
の選好序列のうち， 1 つでも単條型の条件を溝たさな 

‘けれぱ起こりうるけれども，もしそうだとすれば， 

それは実際には，はとんど起こり得ないであろう。少 

なくとも， 選好序列のうちの5 0 ,1 5 0 あるいは， 250 
が単條型でない場合よりも，可能性は小さいと考えら 

_れる。 般的に，矛盾の可能性は，単峰型の選好序列 

.の比率が減少するにつれて，大きくなると考えられ 

. る。

そこで, 選好序列のうちもる一定割合が¥ 峰-型の要 

求を満たすものとした場合の矛盾の起こる可能性の大 

きさを計算するという問題は，大変興味あるものとな 

.る。というのば，その結果から，われわれは，何故,

現実には多くの社会的状況において矛盾力;起こらない 

のか，という間超に対して，何らかの示'唆を得ろこと 

ができるかもしれない。あるいは，他の侧而から捕え 

れぱ，どのような状況において，矛盾が突際に起こる 

かを明らかにすることができるかもしれなV、。
(11>e) R. G‘ N iem iによる計算結果とその意味 .

N iem iは，以上に述べた問題意識のもとに，個人の 

選好序列の少なくとも2 W 3力:，共通の質的評価尺度 

を満たす場合の投票の矛盾の可能性の評算を試みて11/、 
る。表 3 と，第 4 図がその結来でibる （計算の都合上m
ニ1〜w = 2 1までに限定されている。また，選択肢の数は3つ 

である）。

われわれは， これらの因 . まから，次のような内容 

を読みとることができる。

まず，選択肢が3 つ，等しい選択可能性という仮定 

の下では， 投票のチ盾の条件付き可能性は， 0 . 2 5 よ 

り大きくはないということは明らかでちるP というの 

は，それは，個人の最も低い割合が，共通の評施尺度 

(J scale)を満たす場合の数字である，そして，また， 

個人の数を一定とした場合，投票の矛盾の可能性は, 
共通の評価尺度を満足する選好序列の割合が増加する 

につれて減少することは明らかである。更に，その減 

少の率は，始めに高ぐ，，完全な同次元性 (unidimensio
nality) に近づくにつれて非常に低くなる. 表の★ホ角線 

にそっての0 は，もちろん，総ての選好序列が，共通

表 3 3 つの選択肢と選好序列の選択の等•しい可能性のもとでの投票の矛盾の可能性

共通のK 的評価尺度を満足する選好序列をもつ®人の数

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 -14 15 16 . 17 18 19 20 21
1 0*
3 一林 .250 0

m 5 一 — — 112 0
7 一 一 '-- — 188 .039 0 '

人 9 一 一 — — 一 .250 102 017 0
，の 11 — - - 一 — — — ~ 168 045 008 0

13 一 —- *-- ' 一一 ' *— — — — 214 089 022 003 0
激 15 一 — — — — — — — 一. 250 142 045 012 002 0

17 一 — — — — —* •— — -----* — ■• 192 077 024 006 001 0
19 一 — -— — — — ~ — 226 119 042 013 . 003 . 000-t- 0
21 — - 一 一 — — 一 — . 一 一 — 一 — . 250 . 165 . 068 , 024 007 .0 0 1 . 000+ . 0

* 記入されて'いる数字は，一定の条件のもとでの投票の矛盾の可能性を示す* ,
* * 個人の選好序列の少なくとも2w /3力，、常に共の質的評価尺度を满fcすことが仮定されているので,この欄は条件に当(I scales) 

てはまらない。

，法(n ) R, a  Niemi m r

(J scale)
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第 4 図選好序列が典通の評価尺度 (J scale) を満たす 

個人の比率による投票の矛盾の两能性

投票の矛盾の可能性と多数決原理に関するノ

68 70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 100 
6 6 .6 6— 選好序列カ哄通の質的評価尺虎を満たす個人の比率

の次充を満たすならぱ，矛盾は虫じな\/、ことを示して 

いる。

第 4 図は，J sc a leを満たす選好序列の割合の変化 

に対する投票の矛盾の可能性を図示したものでン1| 。

図の曲線の形から， 投票の矛盾は，J sc a leを満足 

する選好序列をもった個人の割合と，含まれている個 

人の数に依存していること力’、解る。そこで，われわれ 

は，次のように結論することができる。J s c a leを満 

足する選好序列をもつ個人の数を一定とすれぱ，個人 

の数力y i 加するにつれて，投票の矛盾の可能性は減少 

する。 しかしながら， のいかなる大さに対しても， 

投票の矛盾の可能性は，はじめ急速に減少するので， 

mがそれはど小さくなけれぱ，たとえ選好序列の75〜 

80% が, J scaleを満足するとしても，矛盾は，はとん 

ど起こりそうもない。そこセ，結局，非常に大きな個 

人の举0 にとって，基礎となる次元に関して70% 程度 

の一致があれぱ，矛盾は，めったに起こらないという 

ことになる。

f) 多数決ルールとの関連における意味 

われわれは，先に，もし総ての個人の選好序列が , 
雜峰型（すなわち，共通次元）を満たすならば，斉合的 

な社会的選択が必然的に得られることを示し次に， 

こうした完全な同次元性は，現実にはほとんどあり得 

ないので，B la c kと A rrowの論理は， 投票の矛盾の， 

発生の実際的可能性の説明には，はとんど役立たない 

ことを示した。N iem iは，前節で説明.したように/.こ 

の完全な同次元性という仮定を緩め，部分的同次元性 

(partial unidimensionality)における投票の矛盾の.可能 

性を計算した。繰り返してその結論を耍約すれぱ次の 

ようになる。

し . より緩い程度の同次元性でさえ， 斉合的な多数 

決決定をもナこらすに十分である。グループの大きさに 

依存して，はんの？5 あるいは7 0 % ,あるいは，吏に 

より少ない個人が，共通の判断基準を採用するならぱ， 

矛盾の発生は，稀なものとなるであろうJ。
そこで，重要な問題は，こうした共通の判断墓準の 

広範な-^致をもたらす耍因として， どのようなもの力5
注( 1 2 )饥ニ45, «1 ニ9 5 は，N iem iが特別に評算した站果である。彼はまた，wが無限大に近づくにつれて，選好のちょう 

ど2 /3 が J scaleを満足する場合, 矛盾の可能性が0 ,2 5となることを示している* すなわち，それは次のことを意味 

する。2 /3以上のいかなる割合に対しても投票の矛/§の可能性は0 に近くなる, こうして，mが無限大に近づくにつれて 

*=2/3, y=0 に近づく。
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考えられるかということになる。そうした耍囚として 

最も一般的なものは，政党システムであろう。特に，

2 党制の場合には，矛盾の可能性を0 に近づけるに十 

分な程庶に一致をもたらす可能性はかなり大きいと考 

えられる。 また，他の社会化の過程（socialization pro*
(13)cess)が，そうした同質性をもたらすと考えられる。

しかしこれで間題が総て解決したわけではない。 

現実には，こうした条件が整っていない場合がある。 

例えぱ，新しい問題が解決されなければならないよう 

な場合には，半y断のための共通の基礎となるような規 

準は存在しないので，矛盾が起こる可能性がちる。ま 

た, このような判断規準につ’いての一致をもすこらすよ 

うな社会化(socialization) や議論等によってあまり影響 

を受けていないアドホック（ad hoc)な集団においては, 
矛盾の可能性がちる。更に，実際には， 1 つではなく， 

幾つかの規準によって判断がなされる場合の方がむし 

ろ一般的であるように思われる。例えぱ，学校予算は, 
教育の質という規準と税率の大きさという規準の2 つ 

の側面から評価されうる。ということは，選択肢が， 

幾つかの次元によって評価される時に，斉合的な社会 

的選択あるいは，多数決ルールをもたらすための十分 

条件をも検討する必要があるということになる。

g ) 多 次 元 （multidimensional)'状況における矛盾の 

可能性

まず， 2 次元の場合を考えてみよう。図における2 
つの軸C l,C 2は， 3 人の個人が，選択肢を評価するの 

に用いる2 つの基準を示している。また，X i,X a , Xa 
は， 3 人の選択者が最も選好する選択肢をまわしあ 

る選択肢がX *に近いはど，個人《は，その選択肢を 

より選好すると仮定する。 図の曲線は， 理想的な点 

X,, X2. X 3 から等しい半径の円の弧である。 以上の 

ような状況においては， 3 つの代替案K , B, C に対 

して, 個人 1 と 2 は， C よりもA を 選 好 し 1 と 3 は, 
• B よりもC を 選 好 し 2 と3 は，A よりもB を選好す 

るので，社会的選好は，非推移的となる。

このように単純な状況においてさえ，斉合的な結果

がもたらされないということになると，更に評価の基 

準がふえた場合には，斉合的結果を生み出し得ないと 

考えられるかもしれない。

第 5 図
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しかし，必ずしもそうではない。もし人々の投票

の棄権の可能性を考慮するならぱ，完全に斉合的な結

果をもたらし得なV、としても，Condorcet winners (do- , (i«minant alternative)は存在しうる。 更に，投票者が，

0 から 1 の間のる確率で，ある選択肢を選ぶと仮定 

するならぱCondorcet w in n erの可能性は大きくなる。 

これらは，M. J. Hinch, J. 0 . Ledyard, D.C. Ordeshook
(15)

らによって明らかにされた。

5. 議論の要約とその現実的意味

簡単に，これまでの議論を要約すると，次のように 

なるであろう。

《り個人的選択と社会的選択は異なり，後者は，必 

ずしも斉合的であるとは腺らず，常に何らかの恣意性 

を含む。 ,
( 2 ) こうした社会的選択における非斉合性の1 つの 

例が，投票の矛盾と呼ぱれる現象である。この現象は, 
18世紀以来多くの学者によって認識されてきたが，一 

般的な形で証明したのは，A trowである。彼は，民主 

的な社会において，個人の選好を後計するいかなる方

注(13) N iem iは，P. T. Davidによる経験的事例によって現実には，非斉合的な社会的順序付けの可能性が非:常に小さいこ 

とを示している。①av idは，学校への連邦の援助についての3つの代替案に対する学生の選好序例をUIき出すために， 

1.つのクラスでの経験を用いた。6 9人の学生のうち6 7 人 （97.1% )が共通のJ scaleも•満足する選好序例をもった* 
それは，この論文で用いられたモデルの下で矛盾の可能性を樊質的に0 にする値でもる。J R.G.Niemi〔38：)

( 1 4 ) ある逸択肢が, 他のどの逃択肢と比絞しても常に選好される場合, その選択肢をCondorcet w innerという* ci4-><ii-> 
…の場合，(U は Condorcet winner である，

(15) ]\1 J. Hinch, J .0. Ledyard, and P.O. Ordeshook〔26〕’
•   _
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外部货JTllIIl採E(«)
•0 «

決定ルール 

Buchanan, Tullock のモテル,
0 N +  1 N +  1

2
B a r to nの修正モテル '

2' + a

表 4
名目のルールの大
ささ (A)

明示的に同意を必 
要とする数 (B)

グル*
数

プの残りの 

(C)
暗黙に同意を必要 
とする残りの数* 

(D)
— 致を必要とする 
総数** (E)

1 , 1 10 10 11
2 2 9 8 10
3 3 ' 8 6 9
4 4 4 4 8
5 5 6 2 7
6 6 5 0 6
7 7 4 0 7
8 8 3 0 8
9 9 2 0 9

10 10 1 0 10
11 11 0 0 11

♦ (N -2 n + l)  if n < (N + l)/2 ; 0 if n^(N+ l ) /2 ,  
* * 実質的なルールの大きさ。
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法も，斉合的な社会的選択に導き得ないことを証明し 

'た， .
( 3 ) し か し こ の Arroかの一般可能性定理の重要 

性は，非斉合的な社会的結果に導く可能性に依存して

いる。 ,
(4》Black 以来，Campbell, Tullock, Niemi, Weisberg, 

Plott, K lahr等, 多くの学者によって，そうした可能 

性の大きさを計算しようとする試みがなされてきた。

( 5 ) そのうち， Cam pbellと Tullockによる計算结 

投票の矛盾という現象が，かなり高い確率で生

じる可能性のあることを明らかにした。

( 6 ) しかし彼らの計算は,幾つかの非現実的な仮定 

.の上になされていた。そとで，N ie m iと W eisbergは， 

それらの仮定のうちの1 つ （個人の選択は，全く互いに独 

立で，何ら外からの制約を受けないという仮定〉を綴め， 

共通の評価尺度が存在する場合には，矛盾の可能性は 

かなり他下することを明らかにした。

(7》 その後，更に，評価次元を複数にしたり,投票 

の棄権の可能性，あるいは，選好の強さをモデルに含 

めるととによる一般化の試みがHineh,Ledyard,Ordes- 
hookらによってなされている。彼らは，そこで，上の 

ような要因を含めるならば，多数決ルールは，斉合的 

な結果をもたらすことを明らかにした。

以上が， このノートで展開された議論の要旨である。

とうした議論の展開を通して，われわれは，一 

次のように結論づけることができるであろう。

Arrowの一般可能性定理は，その証明に誤りがない 

としても，現実的重要性は，力げり限られたものでし 

かない。というのは，われわれが，一般に，投票によ 

って社会的選択を得ようとする場合には，事前に，評 

価尺度についての大まかな一致が得られていると考え 

られる。すなわち，Arrowの条件のように，各 '々が全 

く独立に自らの評1® 尺度に従って投票するという状況 

は，はとんどあり得ない。むしろ，今日の民主主義は, 
投票による決定は最終的で便宜的な方法で，事前の接 

触，討論によってできるだけ一致を見い出すことがよ 

り望ましいと考えられている。とすれぱ，N iem iの計 

算結果が示しているように，矛盾の可能性を恐れる必 

耍はないように思われる。

しかし，われわれが冒頭に述べたように，社会的選 

找は，全員-^致という棟端な場合以外は，総て何らか 

の恣意性を含むものであることを注意しなけれぱなら

注(16) J, M, Buchanan and G. Tullock〔11).
.(17) D'：M. Barton〔3〕.

ない。

6. 多数決原理の意味

最後に，今日，社会的決定ルールとして一般的に用 

いられている多数決ルールについて，少し考えてみよ 

うと思う。

われわれは，このノー トの初めに，社会的選択は， 

何らかの恣意性を含むことを指摘した。例えぱ，単純 

多数決ルールでは，最も極端な場合には，49% の反对 

があっても，51%の賛成の得られた決定は，社会的決 

定として採用される。この場合には，かなりの恣意性 

力';含まれる。それでは，何故，こうした多数決ル‘ル 

力'レ- 般性を得ているのか。こうしたルール自体が，社 

会的選択の結果であるとすれば，人々は，キの時，い 

かなる理由で，社会的決定ル-'ルとして多数決ルール 

を採用することに同意したのか。 、

Buchanan と Tullock は，constitutional rule の選択 

の問題に関して與味ある分析を行なった。彼らの議論 

の要点は,社会的意思決定費用と政治的外部費用との 

合計の最低点で，constitutional ruleが決定されるとい 

うものである。それを因で示せぱ，第 6 図のようになる， 

この議論から，波らは，単純多数決ルルは，無数の 

決定ルールのうちの1 つにすぎず， 先験的 (apriorl) 
にそれを選択するいかなる理由もない，と結論してい 

る。そして，ルールを決定するためのルールの選択と 

いう無限の繰り返しを避けるため, . 個々人は， consti- 
tutional r u leの選択に関して交渉し最終的に採用さ 

れたルールは，全員の同意を必要とすると仮定しでい

こうした彼らの議論は，constitutional ru leの選択fc 
関する基本的に重要な問題を明らかにしているが,何 

故，単純多数決ルールが—̂般性を得てい’るかというこ 

こでの問題には，有効な答を示し得ない（きわめて使宜 

的にはポ純多数決ル一ルが採用された場合不確庚な社会にお 

いては，長期的に見た場合， 自分が多数派に属する可能性と 

少数派を属する可能性がはぽ等しくなると考えられるので， 

そのルールの採用に貧成するという答えがあり得る）。

D, M. Barton は，Buchanan, Tullock らの議論に对 

する批判を通して，この問題に1 つの解を与えている。 

彼は，多数決以下のルールは，それ以上のルールよウ 

も. 同意を必要とする人数がま4 のようにかえって大
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きく，.なるので，Buchanan, T u llo ckらの示した社会的 

相互依存費用を表わす図は，第 7 図のように修正され 

なけれぱならず，その修正された図においては，単純 

多数決ル一ルの場合に意思決定費用が最低となるので, 
このルール力’、選択される可能性がはじめのそデルより 

大きくなるという。

この B artonの譲論は，多数決ルールが一•般性を得 

ていることについての説明としては，ある程度の説得 

性をもっている。 しかしこの譲論が成り立つのは， 

選択肢が2 つの場合だけであるので一般的ではない。 

また，彼のモデルでは，多数決以下のルールの選択の 

可能性が全く排除されてしまうことになり，現実に用 

いられている少数者ルールを説明し得ない一般に， 

人々は，あまり重要でないと考えられる決定に関して 

は，少数者ルールを受け入れるであろう。

W. J. Baum olは， 投票ルールの相違によって生じ

る個人の投票のもつ影響力の変化に蓉目し多数決ル

一ルが，他の^一  ルとは異なった意味をもっているこ 
り8)

とを示唆している。

まず，彼は，紘ての投票ルールは，その同意が，変 

化を起こすに充分な人数を特定化するばかりでなく， 

変化を阻止することのできる人数をも特定化するとい 

う2 つの側面をもっていることを指摘する。例えば， 

2 / 3 の投票ルールは， 投票者の67% が， ある案に賛 

成しなければならないということを意味する一方，投 

票者の34% に， その案の成立を阻出する力を与える 

ということをも含んでいる。それ故，次のように言う 

ことができる。多数決ルールと全員一■致ルールとの問 

の可能性を考えをならば，全員一致に近づくにつれて 

少数者の持つ彫響力は大きくなる。そこで，多数決ル 

一ルは，次のような意味をもつ。 「…そ れ （多数決ルー 

ル）は，保守的少数者の専制を最小化する一方，同時 

に，いかなる少数者にも，変化を始めるための--方的 

力を与えないとfl"いうるルールである。つまり，他人 

へ費用を課すことと，他人へ費用が移転されないよう 

にすることとの問には，ほとんど差はない。力は，費 

用を課すことのできるグループにも，.それを防ぐこと 

のできるグループにも、,' 共に存在する。多数決ルール 

は，これらのグループのより小さな方を，できるだけ 

大きくする1 つの装置である。J
以上の譲論を通して，われわれは，多数決ルールが, 

他のルールにはないある特性をもっていることを知っ

注(18) W. .1 Baumol C€.

た。それは，われわれが，当然のこととして受け入れ 

てきた多数決ルールの意味をある程度明らかにし，更 

には. 民主主義を考える1 つの手掛' りを与えてくれる。
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